
地域における要援護者の見守りネットワーク強化事業（イメージ図）
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機能① 「要援護者情報」の整備・管理 機能② 孤立世帯等への専門的対応 機能③ 徘徊者保護の強化
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○困難事例に対する専門的な支援を行う専門職の見守り支援ワーカーを、各区内の地域包括圏域と同数配置 計６６名

○地域への名簿の提供に関する同意確認を行う調査員を、各区の調査対象件数に基づき配置 計３６名

（地活協、民生委員等）
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